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事業内容

１　出資等の状況（H28.4.1現在） （単位：千円）

964,000

出資（出捐）額
出資（出捐）

割合
出資（出捐）

順位
備考

521,000 54.0% 1

441,400 45.8% 2

400 0.0% 3

200 0.0% 4

100 0.0% 5

100 0.0% 5

100 0.0% 5

100 0.0% 5

100 0.0% 5

500 0.1% 10

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H28.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

団体名 公益財団法人千葉県産業振興センター 県所管課 経済政策課

千葉県

資本金（又は出捐金）

理事長　庄司英実

０４３－２９９－２９０１

昭和４７年４月１１日

http://ｗｗｗ.ｃｃｊｃ-net.or.jp

千葉市美浜区中瀬二丁目６番地１

１．公益目的事業
 （１）産・学・官の連携の促進を図り、共同研究のコーディネート、知的財産
　戦略の推進等を通じ、中小・ベンチャー企業の新技術・新製品の開発、新
　分野での事業育成等を支援し、経済活動の活性化を図る事業。
（２）創業予定者や中小企業者等の創業・経営基盤強化・経営革新を推進
　し、下請中小企業への取引の照会・あっせん、新商品・特産品等の開発
　助成、市場開拓支援を通じ県内産業の振興を図ることにより、地域経済
　活動の活性化を促進し、千葉県産業の発展を目指す事業。
（３）若年者の就業活動と中小企業の採用活動を併せて支援するとともに、
　次代を担う産業人材の育成を目指す事業。
２．収益事業等
   千葉県産業の振興、中小企業者等の経営基盤の強化等のための広域な
　支援を、制度事業・補助事業の枠を超えて行う事業。

（旧）千葉県工業技術振興センター

出資（出捐）者

㈱東京自働機械製作所

伸和ビジネス㈱

日曹丸善ケミカル㈱

㈱モルテック

㈱モノベエンジニアリング

公社等外郭団体に関する情報公開

㈱正文社　他４社

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

㈱藤井製作所

０４３－２２３－２７０３

信田缶詰㈱

主な者



３　財務状況　

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

総資産 18,947,497 17,901,142 16,930,906

負　債 17,114,045 16,055,157 15,103,599

(うち有利子負債） (2,103,742) (1,661,185) (1,509,897)

純資産 1,833,452 1,845,985 1,827,307

累 積 損 益（利益剰余金） 487,232 510,216 507,494

（２）損益計算書から （単位：千円）

項　　　目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 2,704,708 2,688,035 2,358,342

経 常 損 益 △ 517 27,472 △ 2,722

当 期 損 益 △ 21891 22,983 △ 2,722

減価償却前当期損益　　　　 △ 72 40,935 8,976

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 ２５年度 ２６年度 ２７年度

借 入 金 残 高　　　　　     15,798,374 15,039,407 14,298,004

うち県からの借入金残高 13,694,632 13,378,222 12,788,107

うち県以外からの借入金残高 2,103,742 1,661,185 1,509,897

〈貸借対照表〉　純資産⇒正味財産合計

　　　　　　　　　　利益剰余金⇒一般正味財産

〈損益計算書〉　損益計算書⇒正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝経常収益＋経常外収益

　　　　　　　　　　＋当期指定正味財産増加額）

　　　経常損益⇒当期経常増減額

　　　当期損益⇒当期一般正味財産増減額

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高

※一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人（特例法人（従来の公益法人）含む。）については、
次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

※累積損益（利益剰余金）については、基本金又は基本財産に相当するものを除いたものとなる。



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２５年度 ２６年度 ２７年度

委託料   　　
東葛テクノプラザ管理運営事業業
務、ジョブカフェちば事業業務委託
他

417,424 418,035 442,873

補助金･交付金・
負担金

チャレンジ企業支援センター事業等
補助金、産業振興事業費補助金
他

487,302 509,152 539,635

合　　　計 904,726 927,187 982,508

（２）その他 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２５年度 ２６年度 ２７年度

利子補給

税の減免額

出資金

貸付金 小規模企業者等設備導入資金　他 939,514 365,280 0

上記以外のもの 0 0 0

合　　　計 939,514 365,280 0

（３）委託料のうち再委託に関するもの （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２５年度 ２６年度 ２７年度

委託料のうち再委
託したもの

清掃業務、警備業務、NW
維持管理業務等

107,316 103,283 107,783

再委託のうち入札
によるもの

清掃業務、警備業務等 43,562 43,562 46,762

再委託のうち随意
契約によるもの

清掃業務、NW維持管理業
務等

63,754 59,721 61,021



６　役職員の状況

（１）役職員数（各年度７月１日現在） （単位：人）

２６年度 ２７年度 ２８年度

常勤役員数   6 6 6

うち県退職者 4 4 4

うち県派遣職員

常勤職員数  44 42 41

うち県退職者 4 4 3

うち県派遣職員 7 6 6

（２）役職員の平均年収等の状況

２６年度 ２７年度 ２８年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 　　　 ５人（４人） 　　　５人（４人） 　　　　５人（４人）

役員平均年齢 62 歳 63 歳 62 歳

平均年収(千円） 8,589千円 8,665千円 8,757千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 　　　４５人（１１人）　　４３人（１０人） 　　４２人（９人）

職員平均年齢 43 歳 44 歳 44 歳

平均年収(千円） 5,571千円 5,626千円 5,603千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出すること。

※実人員の考え方
　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人

項　　　目

項　　　目

　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人
　・4月に役員が5人いて、10月から1人減り、年度末に4人であった場合の実人員は4.5人
※平成２８年度の平均年収については推計となる。

７　改革方針の取組状況
改革方針（区分）

改革方針（概要）

取組状況

その他（特記事項
等）

関与縮小
・センター独自の企画事業（中核人材育成事業等）を実施することにより、引き続き
自主財源の確保に努めるとともに、プロパー人材の育成強化を進める。
・県内の企業や大学等と積極的に連携しながら、国の公募型委託事業等の採択を
得るよう努める。
・個々の事業について必要性を精査し、事業の見直しを進めるとともに、未収債権
の回収に努める。

①センター独自の企画事業として、中核人材育成事業、技術経営実践講座等を実
施し、収益の一部を研修費用の一部に充当し、人材育成の強化を図った
　（研修実績　１８コース、受講参加人数　延べ３６２名）

②県内の企業や大学、研究機関等と連携し、国の公募型委託事業の戦略的基盤
技術高度化支援事業を実施。
　 （委託事業１件　11,048千円、補助事業6件　192,129千円）

③未収債権の回収については、未収企業及び連帯保証人に対し、その資産及び
所得状況等の調査を綿密に行い、その結果をもとに分割返済額の増額要請等を
行うなど、平成２７年度に３４件、102,477,659円の債権を回収した。
※未収債権残高
平成２４年度末　368,060,198円、平成２５年度末　285,311,434円
平成２６年度末　220,838,716円、平成２７年度末　155,468,617円

＊平成24年3月に千葉県行政改革推進本部で決定した改革方針とその取組状況を記載してください。



【参考】平成28年4
月決定の改革方
針（区分）

（概要）

県と連携した経営改善

・センター独自の企画事業として、中核人材育成事業、技術経営実践講座等を実
施し、収益の一部を研修費用の一部に充当し、人材育成の強化を図った。
・職員の能力アップを図り、組織の専門集団化を目指すため、内部研修を開催する
とともに、外部研修にも積極的に参加し、支援スキルの強化を図った。
（研修実績　２５コース受講、参加人数　延べ２６８名）
（参考：Ｈ２６　研修実績　１８コース受講、参加人数　延べ２７６名）
・研修を活用するなどし、プロパー職員の育成を図るとともに、県派遣職員との役割
を意識して取り組んでいく。


